
Ⅱ 農薬の残留防止と農薬の使用規制  

 

１．残留農薬基準の設定  

農作物に散布された農薬は日光や植物体の酵素による分解、蒸発、雨による

流亡などにより消失するが、その一部が収穫物中に残留することもある。ある

方法で農薬を使用した場合に最終的に農産物に残留する農薬の濃度を把握す

るために実施される試験を「作物残留試験」といい、申請されている使用方法

で実施された作物残留試験の結果を用いて、その農薬の様々な食品を通じた長

期的な摂取量の総計がＡＤＩの８割を超えないこと及び個別の食品からの短

期的な摂取量がＡＲｆＤを超えないことを確認する。その上で、定められた使

用方法に従って適正に使用した場合に残留し得る農薬の最大の濃度が、食品衛

生法に基づき厚生労働大臣が定める「残留農薬基準」として設定される。 

 

 

毒性試験（動物試験）

 

長期毒性試験の無毒性量   短期毒性試験の無毒性量 

                  ×安全係数(1/100) 

ＡＤＩ(mg/kg体重/日)   ＡＲｆＤ(mg/kg体重) 

 

作物別摂取量   作物残留試験   

 
 残留農薬基準（食品衛生法）    

 
 使用時期・回数   農薬使用基準（農薬取締法）

 

第２図 農薬の残留基準、使用基準等設定の流れ  
 
 
２．農薬登録保留基準  
農薬登録保留基準とは、環境大臣が定める農作物等の汚染、土壌の汚染、水産

動植物の被害、水質の汚濁の要件に関する基準であり、農薬取締法第３条第２項

をもとに農薬が登録できるかどうかを判断する際の規準として設定されている。



農薬登録保留基準には「作物残留に係る農薬登録保留基準」、「土壌残留に係る

農薬登録保留基準」、「水産動植物の被害防止に係る農薬登録保留基準」及び「水

質汚濁に係る農薬登録保留基準」の４つの基準がある。  
（１）作物残留に係る農薬登録保留基準  

農作物において、農薬の成分物質が食品衛生法の食品規格に適合しない場合、

つまり、基準を越えて農薬が農作物に残留する場合、人畜に被害が生ずる恐れ

があるので、このような農薬の登録は保留される。現在、作物残留に係る農薬

登録保留基準は、残留農薬基準値を用いている。  
（２）水質汚濁に係る農薬登録保留基準  

公共用水域の水質保全を確保するために個々の農薬の成分ごとに基準が設定

されており、この基準を越えた場合、周辺水域の水質や水産動物への被害が生

ずる恐れがあるので、このような農薬の登録は保留される。これまで、水産動

植物に係る登録保留基準として、コイに対する48時間の半数致死濃度（LC50値）

を用いた一律の基準が設定されていたが、環境省では生態系の保全を視野に入

れた取組を強化するため、水産動植物に対する毒性に係る登録保留基準に関す

る環境省告示を平成17年に改正した。新しい登録保留基準では、魚類のコイ等

に対する96時間LC50値、甲殻類のミジンコ類の48時間EC50値、藻類の植物プラン

クトンの一種に対する72時間 EC50値に基づく急性影響濃度と公共用水域におけ

る農薬の水産動植物被害予測濃度を比較し、後者が前者を上回る場合には登録

が保留されることになる。 

  農薬は、通常の使用によって水産動植物に被害をもたらすことはまずないが、

農薬使用後の水管理や降雨等によって河川に不慮の流出が生じないよう注意す

ることが大切であり、上記の試験結果から農薬の使用上の注意事項が定められ

ている。 

 
 
３．農薬使用基準  
農薬の適正使用を確保し、農薬残留基準等を越えないようにするため、農薬取

締法第１２条において「農薬を使用するものが遵守すべき基準」（以下、「農薬

使用基準」）が定められており、農薬使用者はこの基準に違反して農薬を使用し

てはならないとされている。特に、罰則を科す基準に違反した場合、処罰の対象

となる。  
（１） 罰則を科す基準  
ア 食用作物及び飼料作物に農薬を使用しようとする場合、農薬登録時に定め

られた  
①適用作物  
②単位面積当たりの使用量の最高限度又は希釈倍数の最低限度  
③使用時期  
④総使用回数  
について、遵守を義務とする。  



イ 食用作物への適用がない農薬を食用作物に使用してはならない。  
ウ 倉庫、コンテナ等密閉された施設において農薬をくん蒸に使用する者（自

ら栽培する農作物等に農薬を使用する者を除く）、航空機（無人ヘリを除く）

を利用して農薬を使用する者及びゴルフ場において農薬を使用する者は、使

用計画を農林水産大臣に提出することを義務とする。  
（２） 遵守の努力を要請する基準  
ア 最終有効年月が過ぎた農薬を使用しない。  
イ 航空機を利用して農薬を使用する者及び住宅地等の地域において農薬を使

用する者は、農薬が飛散することを防止するための必要な措置を講じる。  
ウ 農薬使用者は、①使用した年月日、②使用した場所、③使用した農作物名、

④使用した農薬の種類又は名称、⑤使用した農薬の単位面積当たりの使用量

又は希釈倍数を帳簿に記載する。  
エ 止水を要する農薬を水田で使用する者は、その農薬の流出を防止するため

の必要な措置を講じる。（止水を要する農薬：６７成分） 

オ 被覆を要する農薬を使用する者は、農薬を使用した土壌からその農薬が揮

散することを防止のため必要な措置を講じる。（被覆を要する農薬：クロル

ピクリン、臭化メチルを含有する製剤） 

 
４．水質汚濁性農薬に指定された農薬及びその使用規制（農薬取締法施行令第４

条）  
ベンゾエピン［登録失効］、ロテノン［登録失効］、テロドリン［登録失効］、

エンドリン［登録失効］、ＰＣＰ（ＰＣＰナトリウム塩、ＰＣＰカルシウム塩を

含む）［登録失効］及びＣＡＴ（シマジン）が含まれる薬剤で、都道府県知事が

その使用規制の地域を定めた場合、その地域内の使用は知事の許可を必要とする。

本県では規制地区は設定していない。  
 
５．水質汚濁の防止に係る規制  
農薬による水質汚濁の防止を図るため、水道法、環境基本法、水質汚濁防止法

により各種基準値が設定されているので、適正な農薬使用が求められる。  
（１）水道法（第４条）に基づく水質管理目標設定項目の設定(水道水質基準)  

将来にわたり水道水の安全性の確保等に万全を期する見地から、水道事業者

等において水質基準に係る検査に準じて、体系的・組織的な監視によりその検

出状況を把握し、水道水質管理上留意すべき項目を設定している。  
水質管理目標設定項目２７項目のうち１項目として「農薬類」がある。：102

農薬  
（２）環境基本法（第１６条）に基づく環境基準の設定  

公共用水域等において、人の健康の保護及び生活環境の保全上維持すること

が望ましい基準を規定している。  
ア 環境基準健康項目 ２７項目のうち農薬は４農薬  

チウラム、シマジン、ベンチオカーブ、1,3-ジクロロプロペン（Ｄ－Ｄ）  



イ 環境基準要監視項目（健康項目に該当しない物質が対象） ２６項目のう

ち農薬は 

１２農薬 

イソキサチオン、ダイアジノン、ＭＥＰ、イソプロチオラン、オキシン銅、

ＴＰＮ、プロピザミド、ＥＰＮ、ＤＤＶＰ※、ＢＰＭＣ、ＩＢＰ、ＣＮＰ※

（※：農薬登録は失効）  
（３）公共用水域等における農薬の水質評価指針  

公共用水域等での水質汚濁に関する基準値が定められていない航空散布農

薬等一時に広範囲に使用される農薬ついて、水質の安全性の目安となる指針値

を環境省が設定している。  
水質評価指針値設定農薬 ２７農薬  

（４）ゴルフ場使用農薬に係る水質の暫定指針値  
ゴルフ場使用農薬の排出水中の農薬濃度の暫定指針値を環境省が設定して

いる。暫定指導指針値設定農薬 ６９農薬  
（５）水質汚濁防止法に基づく排水基準  

公共用水域の水質汚濁の未然防止のため、特定事業場（特定施設を有する工

場、事業場等）から排出される排出水のすべてを対象にし基準値を設定してい

る。 

特定の事業場からの排水基準（一律基準）設定農薬 ８農薬  
チウラム、シマジン、ベンチオカーブ、Ｄ－Ｄ、有機リン化合物（ＥＰＮ、

メチルパラチオン※、パラチオン※、メチルジメトン※（※：農薬登録は失効））  


